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資料１



（１）地域主権改革の経緯

（２）地域主権の方向

１ 社会経済環境の整理
～１ 地域主権改革の動向～

ア．地域主権戦略大綱（平成22年6月閣議決定）
イ．地域主権推進大綱（平成24年11月閣議決定）

（２）地域主権の方向

① 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権拡大
② 基礎自治体への権限移譲
③ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革）
④ ひも付き補助金の一括交付金化
⑤ 地方税財源の充実確保
⑥ 直轄事業負担金の廃止
⑦ 地方自治制度の見直し
⑧ 自治体間連携等（道州制を含む）
⑨ 緑の分権改革の推進（地域主権型社会を支える地域活性化の取組の推進）



（１）本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展

１ 社会経済環境の整理
～２ 少子高齢化の動向と経済変化～

総人口は、2020年には約１億2,410万人、2030年には約１億1,662万人、2050年には１億人を下回る約
9,708万人になると推計されている。また、総人口に占める高齢者の割合は、2010年には23％程度で
あったが、2020年には29.1％、2030年には31.6％、2050年には38.8％まで上昇すると推計されている。

 

 

年齢３区分人口割合の推移（出生中位（死亡中位）推計）資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

総人口の推移（出生中位・高位・低位（死亡中位）推計）



（２）日本経済の情勢

１ 社会経済環境の整理
～２ 少子高齢化の動向と経済変化～

日本の景気は、2008年のリーマン・ショックによる大幅なマイナス成長以降、国内需要が堅調に推移
し、海外経済も徐々に持ち直しに向かうもとで、緩やかに回復している。外需と内需を比較すると、輸
出は持ち直し傾向にはあるがやや勢いを欠く一方、個人消費や公共投資といった内需は堅調である。
先行きについては、内需が堅調さを維持しつつ外需も緩やかながら増加していくと見込まれていたが、

消費税８％への増税後の個人消費の落ち込み等により2014年には実質マイナス成長に転じている。2017
年４月から税率10％への引き上げが控えていることから、今後も景気動向に注視していく必要がある。

（前年比、％）

国内総生産（実質）の推移 資料：内閣府
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（１）情報通信技術の発達

１ 社会経済環境の整理
～３ 高度情報化社会の進展～

近年の情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）の飛躍的な発達は生活利便
性を急速に向上させ、産業の生産性を高めるとともに、人と人のつながり方など、国民生活に大きな変
化を与えている。
インターネットの社会基盤化を背景として、高速ネットワーク、とりわけ高速モバイル通信の普及を

背景としたスマートフォンの普及、クラウド化に伴うビッグデータ・オープンデータの活用が高まりを
見せている。これらのICTは、あらゆる領域に活用される万能ツールとして、経済成長戦略や社会課題解
決への寄与が期待されている。

（％）（万人）
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資料：「平成25年版情報通信白書」総務省
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（１）「新しい公共」の考え方による地域づくり

１ 社会経済環境の整理
～４ 市民参画・協働の社会化～

従来、主として行政が担ってきた地域づくりについて、①行政だけでなく、多様な民間主体を地域づ
くりの担い手としてとらえ、②これら多様な民間主体と行政の協働によって、③従来の公の領域に加え、
公と私の中間的な領域にその活動を拡げることできめ細かなサービスを提供するという「新しい公共」
の概念を基軸とした地域経営や地域課題解決のシステムへ転換するものである。

【認証特定非営利活動法人数の推移】 【認定特定非営利活動法人数の推移】

 

 

 

 
特定非営利活動法人の認証数及び認定数の推移 

資料：「「新しい公共」に係る最近の状況等について」内閣府 
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（２）地域への貢献意識

１ 社会経済環境の整理
～４ 市民参画・協働の社会化～

「何か社会のために役立ちたい」と考える人は長期
的に高まる傾向にあり、近年65～70％で推移している。
具体的内容を見ると、「社会福祉に関する活動」を

挙げた人が35.8％、「自然・環境保護に関する活動」
が34.2％、「町内会などの地域活動」が34.0％と、地
域活動を通じて社会に貢献したいと考えている人が多
いことが分かる。
これらの結果を合わせると、地域への貢献意識が高
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社会福祉に関する活動（老人や障害者などに
対する介護，身の回りの世話，給食，保育な
ど） 

自然・環境保護に関する活動（環境美化，リサ
イクル活動，牛乳パックの回収など） 

町内会などの地域活動（お祝い事や不幸など
の手伝い，町内会や自治会などの役員，防犯
や防火活動など） 

自 主 防 災 活 動 や 災 害 援 助 活 動 

これらの結果を合わせると、地域への貢献意識が高
まっていることを見て取ることができる。

25.0

22.1

20.8

20.1

18.1

15.9

11.3

10.9

9.3

8.5

1.5

1.9

23.0

18.0

22.2

20.8

16.7

16.7

11.6

12.0

11.5

10.3

2.4

1.6

平成24年1月調査

（N=4,082人，Ｍ.Ｔ.=296.8％）

平成23年1月調査

（N=4,182人，Ｍ.Ｔ.=299.4％）

（複数回答）
 

 
地域活動への参加意識 

自 分 の 職 業 を 通 し て 

募 金 活 動 ， チ ャ リ テ ィ ー バ ザ ー 

体育・スポーツ・文化に関する活動（スポーツ・
レクリエーション指導，祭り，学校でのクラブ活
動における指導など） 

家 事 や 子 ど も の 養 育 を 通 し て 

交通安全に関する活動（子どもの登下校時の
安全監視など） 

保険・医療・衛生に関する活動（病院ボランテ
ィアなど） 

公共施設での活動（公民館における託児，博
物館の展示説明員など） 

人々の学習活動に関する指導，助言，運営協
力などの活動（料理，英語，書道など） 

国際交流（協力）に関する活動（通訳，難民援
助，技術援助，留学生援助など） 

青少年健全育成に関する活動（ボーイスカウ
ト・ガールスカウト活動，子ども会など） 

そ の 他 

わ か ら な い 

資料：「社会意識に関する世論調査」内閣府
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資料：「社会意識に関する世論調査」内閣府

社会貢献意識の推移



（１）雇用情勢

１ 社会経済環境の整理
～５ 雇用問題～

完全失業率は、平成21年度の5.2％をピークに減少しており、平成25年12月で3.7％となっている。有
効求人倍率については、平成21年度の0.45倍を境に上昇している。
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資料：有効求人倍率＝「一般職業紹介状況」厚生労働省 
完全失業率  ＝「労働力調査」総務省 

平成 13   14    15   16    17   18    19   20    21   22    23   24   25(年度) 

完全失業率と有効求人倍率の推移



（２）非正規雇用従業者の増大

１ 社会経済環境の整理
～５ 雇用問題～

非正規の職員・従業者数は年々増加してきており、平成14年度には1,451万人であったが、平成25年
度には1,906万人となった。同様に非正規の職員・従業者割合は、平成14年度29.4％から平成25年度
36.7％に増加し、過去最高水準となっている。また、近年は、雇用契約期間が長い非正規雇用労働者数
が増加している。
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資料：「労働力調査」総務省

正規・非正規の職員・従業員数の推移



１ 社会経済環境の整理
～６ 循環型社会の進展～

循環型社会形成推進基本計画は概ね５年ごとに見直しを行うものとされており、第一次循環型社会形成推
進基本計画は平成15年3月14日、第二次循環型社会形成推進基本計画は平成20年3月25日、第三次循環基本計
画は平成25年3月31日に閣議決定されている。

第三次循環基本計画における基本的方向 

【質にも着目した循環型社会の形成】 

①リサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）の取組がより進む社会経

済システムの構築 

②小型家電リサイクル法の着実な施行など使用済製品からの有用金属の回収と水平リサイ

クル等の高度なリサイクルの推進 

③アスベスト、PCB 等の有害物質の適正な管理・処理 

④東日本大震災の反省点を踏まえた新たな震災廃棄物対策指針の策定 ④東日本大震災の反省点を踏まえた新たな震災廃棄物対策指針の策定 

⑤エネルギー・環境問題への対応を踏まえた循環資源・バイオマス資源のエネルギー源へ

の活用 

⑥低炭素・自然共生社会との統合的取組と地域循環圏の高度化 

【国際的取組の推進】 

①アジア３Ｒ推進フォーラム、我が国の廃棄物・リサイクル産業の海外展開支援等を通じ

た地球規模での循環型社会の形成 

②有害廃棄物等の水際対策を強化するとともに、資源性が高いが途上国では適正処理が困

難な循環資源の輸入及び環境汚染が生じないこと等を要件とした、国内利用に限界があ

る循環資源の輸出の円滑化 

 
【東日本大震災への対応】 

①災害廃棄物の着実な処理と再生利用 

②放射性物質によって汚染された廃棄物の適正かつ安全な処理 
平成 25 年 3月 31 日：閣議決定 

 



（１）教育改革の背景

１ 社会経済環境の整理
～７ 学校教育～

近年、学校におけるいじめや体罰の問題、子どもの安全に関わる悲惨な事件が増加している。また、
子ども達の学ぶ意識の低下なども懸念されるとともに、社会全体の規範意識の低下、家族や地域につい
ての価値観の変化などが子どもの健やかな成長に影響を与えており、いくつもの大きな課題に直面して
いる。
このような状況を踏まえ、平成25年4月25日、中央教育審議会において「第２期教育振興基本計画につ

いて（答申）」が取りまとめられ、同年6月14日には第２期の「教育振興基本計画」が閣議決定された。

第２期教育振興基本計画

資料：平成24年度 文部科学白書

第２期教育振興基本計画



（１）犯罪の状況

１ 社会経済環境の整理
～８ 安全・安心に関するニーズ～

刑法犯の認知件数は、平成14年の
369万3,928件をピークに、平成15年か
ら減少に転じて、平成24年は201万
5,347件まで減少した。最近の認知件
数の減少は、例年、刑法犯の過半数を
占める窃盗の認知件数が、平成15年か

 

ら毎年減少したことが大きな要因と
なっている。
このように、犯罪件数は減少傾向に

あるが、刑法犯の高齢化比率の急増や
「振り込め詐欺」の被害金額の増加な
ど、犯罪の質の変化が指摘されている。

資料：平成25年犯罪白書
注１：警察庁の統計による

２：昭和30年以前は、14歳未満の者による触法行為を含む
３：昭和40年以前の一般刑法犯は、「業過を除く刑法犯」で
ある

刑法犯の認知件数・検挙人員の推移



（２）製品・食品の安全性に対する消費者の意識

１ 社会経済環境の整理
～８ 安全・安心に関するニーズ～

製品による事故や食品偽
装等の消費者被害の多発を
背景に、平成21年9月に消
費者の視点から政策全般を
監視する組織の実現を目指
して、消費者庁が発足した。

 商品やサービスを選ぶときに意識すること

消費者意識基本調査によ
ると、商品やサービスを選
ぶときに意識することとし
て、「価格」や「機能」に
次いで「安全性」を意識す
る割合が８割と高い。また、
「商品やサービスを選択す
るとき」、「個人情報の管
理」などについては、多く
の消費者が心掛けている行
動としている。

資料：「消費者意識基本調査」平成25年1月、消費者庁



（３）防災意識の変化

１ 社会経済環境の整理
～８ 安全・安心に関するニーズ～

未曾有の震災である東日本大震災は、防災等に対する国民意識を大きく変えた。国民意識調査において、
「東日本大震災後の考え方の変化」について聞いたところ、「防災意識の高まり」（52.0％）が最多で、
「節電意識の高まり」（43.8％）、「家族の絆の大切さ」（39.9％）が続いた。
しかし、東日本大震災から４年を経過し、徐々に防災への意識が薄れていくことなどが懸念されており、

防災意識の持続が課題となっている。
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資料：「国民意識調査」国土交通省

東日本大震災後の考え方の変化

資料：「災害への備えと対応に関する意識・実態調査」
一般社団法人経済広報センター

平成25（2013）年1月実施

防災意識の変化



（１）社会保障制度改革

１ 社会経済環境の整理
～９ 社会保障制度の動向～

持続可能な社会保障制度を確立するために、公的年金・医療保険・介護保険・少子化対策の各分野におけ
る社会保障制度改革の基本方針や、改革に必要な事項を審議する社会保障制度改革国民会議の設置について
定めた「社会保障制度改革推進法」が平成24年8月22日に成立した。
この改革は、消費税率の引上げによる増収分を含む消費税収のすべてを社会保障の財源とするものであり、

「社会保障と税の一体改革」つまり、社会保障の財源をセットで確保する制度である。これにより社会保障
の充実と安定化が期待されている。

社会保障と税の一体改革

※平成29年4月から消費税
率が10％となる。

※数値は平成25年度予算
を基に、税制抜本改革
法に沿って消費税率が
10％まで引き上げられ
た場合の平成29年時点
の計数を見込んだもの。

資料：政府広報オンライン

社会保障と税の一体改革



（１）総人口の推移

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

本市の人口は、４万人台で推移してきたが、年々減少しており、平成27年に４万人を
割り込み、39,939人となっている。

資料：米原市ホームページ（各年10月1日）、平成27年は7月1日



（２）世帯数・世帯人員の推移

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

世帯数は年々増加を続けており、平成27年の世帯数は14,026世帯である。一世帯当たり人員は、年々
減少を続けており、平成27年の一世帯当たり人員は2.85人である。

資料：米原市ホームページ（各年10月1日）、平成27年は7月1日



（３）６歳未満親族がいる世帯の状況

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

平成22年国勢調査では、米原市の世帯数は12,937世帯で、このうち、６歳未満親族がいる世帯が
1,487世帯（11.5％）、６歳未満親族はいないが18歳未満の親族のいる世帯が2,445世帯（18.9％）と
なっている。なお、６歳未満親族のいる世帯のおよそ３世帯に１世帯は３世代等（核家族以外）から成
る世帯で、全国・滋賀県よりも高い比率となっている。

（世帯）（世帯）

1,487 61,077 4,877,321

11.5% 11.8% 9.4%

2,445 83,953 7,112,570

18.9% 16.2% 13.7%

9,005 372,019 39,852,416

69.6% 72.0% 76.9%

計 12,937 517,049 51,842,307

6歳未満親族はいないが
18歳未満親族のいる一般世帯

米原市 滋賀県 全国

6歳未満親族のいる
一般世帯

その他の一般世帯

資料：国政調査（平成22年）

（世帯）（世帯）世帯の分類 ６歳未満親族のいる世帯分類

米原市 滋賀県 全国

1,487 61,077 4,877,321
100.0% 100.0% 100.0%

972 47,038 3,850,731
65.4% 77.0% 79.0%

4 115 14,410
0.3% 0.2% 0.3%

32 2,053 217,125
2.1% 3.4% 4.4%

479 11,871 795,055
32.2% 19.4% 16.3%

3世代等から成る世帯

6歳未満親族のいる一般世帯

夫婦と子どもから成る世帯

男親と子どもから成る世帯

女親と子どもから成る世帯

核
家
族



（４）年齢階層別人口比率の推移

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

年齢３区分別の人口比率の推移をみると、65歳以上が上昇しており、平成2年の16.4％から平成27年
には26.8％となった。0～14歳、15～64歳は低下傾向にあり、平成27年でそれぞれ13.5％、59.7％と
なっている。

資料：国勢調査（各年10月1日）、平成27年は米原市ホームページ
※総人口には年齢不詳を含む



（５）産業別就業人口比率の推移

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

産業別就業者数の構成比をみると、第一次産業、第二次産業ともに低下しており、平成22年にはそれ
ぞれ3.8％、34.4％となっている。一方、第三次産業は年々上昇しており、平成22年には57.1％となっ
ている。

資料：国勢調査



（６）産業別就業人口比率の推移

２ 地域特性の整理分析
～１ 人口・世帯～

国立社会保障・人口問題研究所による将来の推計人口をみると、年少人口、生産年齢人口は減少傾向
が見込まれ、高齢者人口は2030年まで増加傾向で推移すると予測されている。前期高齢者は平成27年を
ピークに減少見込みの一方、後期高齢者は平成47年まで増加が見込まれている。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口」（平成25年３月推計）



（１）農業の状況 ①農家数の推移

２ 地域特性の整理分析
～２ 産業～

総農家数は減少傾向にある。専業・兼業の推移をみると、第２種兼業農家の減少が著しい。

4,000

4,500

3,500

4,000

米原市の農家数の推移 米原市の専業及び兼業農家数の推移
戸 戸

資料：米原市統計書 ※第一種兼業農家：農業所得を主とする農家、 第２種兼業農家:農業所得を従とする農家

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1990 1995 2000 2005 2010

総農家数 主業農家 準主業農家 副業的農家
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専業農家 第１種兼業農家 第２種兼業農家



（１）農業の状況 ②耕地面積別農家数の推移

２ 地域特性の整理分析
～２ 産業～

耕地面積は1ｈａ以下が約８割を占めるが、面積の広い農家数割合が徐々に拡大しており、大規模な
営農の進展がうかがえる。

1995

1990

戸

資料：米原市統計書

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010

2005

2000

1995

0.3ha
未満

0.3～0.5ha 0.5～1.0ha 1.0～1.5ha 1.5～2.0ha 2.0～3.0ha

3.0～5.0ha 5.0～10.0ha 10.0～20.0ha 20.0～30.0ha 30.0～50.0ha 50.0ha
以上



（２）製造業（事業所数・従業者数・製造品出荷額等）の推移

２ 地域特性の整理分析
～２ 産業～

製品出荷額等は、平成17年以降は、平成21年以外で年々増加しており、平成23年は3,846億4,400万円
となっている。事業所数は平成20年まで130前後で推移したあと100程度に減少し、平成23年に再び125
と増加している。従業者数は、平成17年から20年まで増加傾向にあり、平成21年の減少を経て、平成22
年より再び増加し、平成23年に4,451人となっている。

資料：工業統計調査、平成23年は経済センサス活動調査（平成24年2月実施）



（３）商業（商店数・従業者数・年間販売額）の推移

２ 地域特性の整理分析
～２ 産業～

商業の推移をみると、事業所数は平成14年以降年々減少し平成24年には258となっている。従業者数
は、減増を経て平成21年に2,431人となっている。年間商品販売額については、平成19年に393億4500万
円となっており、平成24年の経済センサス活動調査では296億9千万円となっている。

45,0003,000

（百万円）
事業所数 従業者数（人） 年間商品販売額（百万円）

資料：滋賀県統計書、経済センサス
※平成21年は経済センサス－基礎調査、販売額は結果なし
※平成24年は経済センサス－活動調査

437 404 364 377 258

2,474
2,276 2,201
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39,981
39,345

29,690
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45,000
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（４）観光入込客数（宿泊・日帰り）の推移

２ 地域特性の整理分析
～２ 産業～

観光入込客数の推移をみると、平成23年まで年々減少していたが、平成24年には増加に転じ、
1,652,100人となっている。主な要因は、日帰り客の増加の回復であるが、宿泊客の減少傾向は継続し
ている。

歴史・文化体験行祭事・イベント

米原市の観光客の観光目的と割合（2012）米原市の観光入込客数・宿泊数の推移

資料：滋賀県観光地観光入込客統計調査
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（１）鉄道運輸状況（一日平均旅客乗車人員）の推移

２ 地域特性の整理分析
～３ 運輸～

各駅における一日平均旅客乗車人員の推移をみると、合計では柏原駅では減少傾向にある一方、米原
駅では新幹線・在来線とも増加傾向にある。

定期/定期外 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

定期 225 212 206 200
定期外 59 55 56 51柏原

資料：滋賀県統計書

定期外 59 55 56 51
合計 284 267 262 251
定期 615 603 601 624

定期外 220 223 231 233
合計 835 826 832 857
定期 220 222 219 210

定期外 150 165 172 176
合計 370 387 391 386
定期 412 426 423 465

定期外 5,266 5,424 5,687 5,968
合計 5,678 5,850 6,110 6,433
定期 2,511 2,475 2,475 2,628

定期外 1,992 2,069 2,283 2,332
合計 4,503 4,544 4,758 4,960
定期 456 459 484 499

定期外 177 166 45 106
合計 633 625 529 605

米原（新幹線）

米原

坂田

柏原

近江長岡

醒ヶ井



（２）自動車・原付自転車保有台数の推移

２ 地域特性の整理分析
～３ 運輸～

自動車保有台数については総数でみると増減を経て、平成23年32,065台となっている。車種別内訳を
みると概ね年による変動があるが、軽自動車については年々増加している。
また原付自転車等については、減少傾向で推移している。

単位：台

乗合 特種 大型 小型

被けん 自動車 用途車 特殊車 二輪車
原付

自転車等
自動車
総数

貨物車 乗用

軽自動車

資料：滋賀県統計書

普通車 小型車
被けん
引車

自動車
普通車 小型車

用途車 特殊車 二輪車

平成17年
（旧近江町合算）

31,351 947 1,240 32 83 5,657 9,162 441 120 431 13,238 6,105

平成18年 31,894 951 1,238 35 87 5,829 9,134 448 123 443 13,606 5,858

平成19年 32,193 1,011 1,232 35 94 5,923 8,909 450 120 464 13,955 5,633

平成20年 32,080 986 1,190 37 96 5,840 8,771 448 121 439 14,152 5,438

平成21年 32,009 954 1,012 36 95 5,861 8,546 474 123 448 14,460 5,278

平成22年 32,025 892 999 37 90 5,898 8,405 452 120 449 14,683 5,078

平成23年 32,065 874 957 39 94 5,953 8,289 421 120 456 14,862

自転車等総数
軽自動車



（１）就学前子どもの教育・保育施設の利用状況

２ 地域特性の整理分析
～４ 教育・文化～

教育・保育施設の利用状況については、幼稚園利用者が480人、保育所利用者が824人の合計1,304人
が幼稚園・保育所のいずれかの施設を利用している。３歳以上では、ほとんどの子どもが幼稚園または
保育所を利用している。

計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

市内居住 480 155 154 171

定員

（単位：人）

利用者

市外居住 1 1 0 0

計 481 156 154 171

市内居住 824 62 108 128 200 184 142

市外居住 35 3 3 6 8 7 8

計 859 65 111 134 208 191 150

市内居住 1,304 62 108 128 355 338 313

市外居住 36 3 3 6 9 7 8

計 1,340 65 111 134 364 345 321

※幼稚園、保育所には、それぞれ（認定こども園である）いぶき幼稚園、いぶき保育園を含む。

2,006 328 321 308 370 354 325

保育所 735

幼稚園 835

（単位：人）

（参考）就学前の子どもの人口

※平成25年4月1日現在

計 1,570

資料：米原市子ども・子育て支援事業計画



（２）教育水準比較

２ 地域特性の整理分析
～４ 教育・文化～

米原市の小中学校における教員１人あたり生徒数は、近隣他市よりも少なく優位な教育環境にある。

米原および近隣市民の教育環境（2012）

米原および近隣市民の最終学歴人口比率（2010）

資料：総務省統計局「都道府県・市町村のすがた」

米原市 長浜市 彦根市

教員1人あたりの生徒数（小学校） 13.39 14.06 15.79

教員1人あたりの生徒数（中学校） 10.52 12.44 14.92

米原および近隣市民の教育環境（2012）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

彦根市

長浜市

米原市

小中学校 高校 短大・高専 大学・大学院



（１）医療施設の状況

２ 地域特性の整理分析
～５ 福祉・介護～

湖北医療圏と彦根市は同程度の施設状況であるが、米原市の人口10万人あたり一般診療所数は少ない。

湖北医療圏 米原市 湖北医療圏 米原市 長浜市 彦根市 全国平均
病院 4 0 2.4 0.0 3.2 2.7 6.6
一般診療所 99 21 60.3 52.4 62.8 69.6 68.3

内科系 79 21 48.1 52.4 46.7 42.8 42.1
外科系 15 4 9.1 10.0 8.9 14.3 17.8
小児科系 49 10 29.8 25.0 31.4 24.1 16.5

人口10万人あたりの施設数施設数

資料：日本医師会ＪＭＡＰホームページ（http://jmap.jp/）
医療介護情報局（株式会社ケアレビュー）

小児科系 49 10 29.8 25.0 31.4 24.1 16.5
産婦人科系 2 0 1.2 0.0 1.6 6.2 3.8
皮膚科系 7 1 4.3 2.5 4.8 7.1 8.9
眼科系 6 0 3.7 0.0 4.8 6.2 5.9
耳鼻科系 2 0 1.2 0.0 1.6 4.5 4.4
精神科系 3 0 1.8 0.0 2.4 1.8 4.3

在宅療養支援病院 13 4 7.9 9.0 7.3 4.5 11.4
在宅療養支援診療所 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8

一般診療所病床 35 0 21.3 0.0 28.2 33.9 92.0
病院病床 1,460 0 889.2 0.0 1,176.2 856.8 1,219.6

一般病床 1,046 0 637.1 0.0 842.7 654.5 698.8
精神病床 249 0 151.7 0.0 200.6 0.0 263.7
療養病床 161 0 98.1 0.0 129.7 189.9 251.0
結核・感染症病床 4 0 2.4 0.0 3.2 12.5 6.1

湖北医療圏 米原市 湖北医療圏 米原市 長浜市 彦根市 全国平均
医師（常勤換算人数） 190 0 115.8 0.0 153.2 93.8 152.8
看護師（常勤換算人数） 1,061 0 646.0 0.0 854.4 518.0 632.1

職員数 人口10万人あたり人員数



（２）介護施設の状況

２ 地域特性の整理分析
～５ 福祉・介護～

湖北医療圏における介護施設の状況をみると全国平均レベルである。米原市のみの合計でみると全国
平均を下回るが、通所型介護施設の充実と在宅支援を軸とした施策（米原市保健・福祉・医療連携モデ
ル）を展開しているため、通所型介護施設数は全国平均を上回っている。

湖北医療圏 米原市 湖北医療圏 米原市 長浜市 彦根市 全国平均
介護施設数（合計） 285 71 13.6 12.8 13.9 12.7 13.8
訪問型介護施設数 67 18 3.2 3.2 3.2 2.8 3.3

75歳以上1千人あたり施設数施設数

資料：日本医師会ＪＭＡＰホームページ（http://jmap.jp/）
医療介護情報局（株式会社ケアレビュー）

訪問型介護施設数 67 18 3.2 3.2 3.2 2.8 3.3
通所型介護施設数 88 26 4.2 4.7 4.0 3.2 3.5
入所型介護施設数 38 8 1.8 1.4 2.0 2.0 2.1
特定施設数 0 0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3
居宅介護支援事業所数 55 14 2.6 2.5 2.7 2.6 2.6
福祉用具事業所数 22 2 1.1 0.4 1.3 1.5 1.0

湖北医療圏 米原市 湖北医療圏 米原市 長浜市 彦根市 全国平均
入所定員数（入所型） 1,497 277 71.4 49.9 79.2 58.2 77.7
入所定員数（特定施設） 0 0 0.0 0.0 0.0 6.4 17.0

湖北医療圏 米原市 湖北医療圏 米原市 長浜市 彦根市 全国平均
看護師（常勤換算人数） 261 64 12.5 11.6 12.8 11.9 13.7
介護職員（常勤換算人数） 1,438 331 68.6 59.6 71.8 62.9 77.0

職員数 75歳以上1千人あたり施設数

定員数 75歳以上1千人あたり施設数



（１）交通事故・犯罪の状況

２ 地域特性の整理分析
～６ 安全・安心～

交通事故発生件数・刑法犯認知件数ともに、近年は近隣他市よりも低水準で推移している。

交通事故発生件数（人口10万人当たり）推移 刑法犯認知件数（人口千人当たり）推移

件 件

資料：滋賀県ホームページ統計資料
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（１）歳入の状況（歳入決算額の推移）

２ 地域特性の整理分析
～７ 財政～

市税収入は平成21年度以降回復傾向にあり、平成25年度に約62.2億円となっている。地方交付税は、
平成22年度以降60億円を超え、平成25年度には約63.9億円となっている。ただし、国の合併支援措置に
より約17.2億円多く交付されているが、この措置は平成27年度以降縮減され平成32年度には終了する。

資料：米原市中期財政計画（平成27年度～平成32年度）



（２）歳出の状況（歳出決算額の推移）

２ 地域特性の整理分析
～７ 財政～

扶助費は、少子高齢化の進展や現下の厳しい経済状況等により社会保障関係経費が年々増加している。
普通建設事業費は平成16年度に66億円であったが、米原駅周辺整備事業など都市基盤整備の完了や事業費
の抑制により減少傾向にある。

資料：米原市中期財政計画（平成27年度～平成32年度）



“ヒトが生きるにはココチよい”を合言葉に、暮らしの豊かさを若年層ファミリーの女性に訴求

２ 地域特性の整理分析＜参考＞
～米原市シティセールスプラン（2015年4月公表）～

米原市を「びわ湖の素（もと）」と表現、シティセールスの推進を通じて、住み続けたいまち、訪れ
てみたいまち、住んでみたいまちとしての信頼と評価を高めることを目指している。

伊吹山 水の恵 琵琶湖

米原市シティセールスプラン概要版（2015.4)より転載

『びわ湖の素』としての雰囲気を創る

米原市の価値を高め人気を集める

米原市で暮らすことの満足を高める


	表紙
	１社会経済環境の整理
	地域主権改革の動向
	少子高齢化の動向と経済変化
	高度情報化社会の進展
	市民参画・協働の社会化
	雇用問題
	循環型社会の進展
	学校教育
	安全・安心に関するニーズ
	社会保障制度の動向

	２地域特性の整理分析
	人口・世帯
	産業
	運輸
	教育・文化
	福祉・介護
	安全・安心
	財政
	【参考】米原市シティセールスプラン


